
令和３年度　福祉部の経営方針 福祉部長　山本　敏行

１．福祉部のめざす姿 ５．重要目標の達成に向けた具体的な取組み

❶ 細事業名 担当課 地域福祉課

具体的な

取組項目

❷ 細事業名 担当課 地域福祉課

具体的な

取組項目

❸ 細事業名 担当課 地域福祉課

２．めざす姿に向けた指標（KGI・重要目標達成指標） 具体的な
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❹ 細事業名 担当課 地域福祉課

具体的な

19人 24人 19人 23人 25人 27人 取組項目

51件 57件 38件 23件 55件 55件 ❺ 細事業名 担当課 障害福祉課

18.0% 18.6% 19.0% 19.5% 21.1% 22.0% 具体的な

取組項目

３．現状と課題（昨年度の振り返り） ❻ 細事業名 担当課 障害福祉課

具体的な

取組項目

❼ 細事業名 担当課 生活支援課

具体的な

取組項目

❽ 細事業名 担当課 生活支援課

具体的な

４．福祉部の重点目標 取組項目

❾ 細事業名 担当課 介護保険課

具体的な

取組項目

❿ 細事業名 担当課 介護保険課

具体的な

取組項目

38.2% 37.7% 40.0%

指標

＜まちづくり、市民サービスに関すること＞
「地域共生社会の実現」
何気ない日常に幸せを感じるまちづくりを実現するために、障がい者、子ども、高齢者な
どすべての人々が住み慣れた地域で、みんなとつながり安心して暮らし続けられる共生の
社会を目指す。それには「人を大切にする」「人と人のつながりを大事にする」というマ
インドを持って取り組む。
＜組織力の向上に関すること＞
「ポパイの報連相」
ポイントをパーフェクト（正確）にまとめ、インスタント（すぐに）に報告・連絡・
相談を行う。

28.5% 32.5%

＜まちづくり、市民サービスに関すること＞
昨年度はコロナウイルス感染症による新しい事業や新しい手法を用いた事業展開を行っ
た。特にオンラインで感染症予防研修を行ったり、クラウドファンディングを用いた介
護・障害サービス従事者支援や福祉部と社協が合同で行った総合相談窓口の設置など市民
等のためのサービスが行うことが出来たと考えている。また、コロナのために出来なかっ
た事業もあるが、高齢者・介護、障害の計画は策定出来た。
＜組織力の向上に関すること＞
新しい事業に対応するために特に課長級以上の打ち合わせは念入りに行った。しかしなが
ら、ポパイの報連相が徹底出来ていない面があったので、その度に再確認した。

＜まちづくり、市民サービスに関すること＞
・市立川西病院跡地に地域包括ケアの核となる福祉複合施設を整備していく。
・老人福祉センターの今後のあり方を決め、また総合的・重層的相談支援体制を整備。
・障がい者の親なき後の支援体制を構築する。
・就労支援員とケースワーカーが連携し、生活保護世帯の自立廃止件数の増加をめざす
・高齢者の自立を支援するため、介護度インセンティブ制度を創設する。
・コロナウイルス感染症対策事業を行う。
＜組織力の向上に関すること＞
「ポパイの報連相」を部内で徹底させ、常に最新の情報が共有できるようにし、リスク管
理を行う。また事業の進捗においては、課長級以上の定期的な会議とロードマップによる
進行管理を行い、遅延のないよう進めていく。

市立川西病院跡地に福祉複合施設を整備するために事業の基本構
想を策定する。

老人福祉センターの今後の方向性やあるべき姿について社会情勢
や地域包括システム、地域共生社会の視点から検討する。

複雑化、多様化する相談に対応するための総合的・重層的相談支
援体制を構築する。

安心して過ごすことができる居場所を設置し、さまざまな課題を
抱える子どもたちの生活習慣の確立と学習への支援を行う。

障がい者の親なき後を見据えた体制整備を行うため、親なき後を
みんなで支える体制検討部会を設置し、検討する。

聴覚障がい者の意思疎通や情報の取得を保障するため、部会で検
討し、（仮称）手話言語条例の制定を行う。

生活支援事業

29.4%

高齢者の自立に資する質の高い介護サービスの提供を促進するた
め、検討部会を設置し、介護度改善に関するインセンティブ制度
を創設する。

福祉複合施設整備事業

在宅高齢者支援事業

地域福祉活動支援管理事業

生活困窮者自立支援事業

地域生活支援事業

地域生活支援事業

コロナ禍においてフレイル状態にある人への早期ハイリスクアプ
ローチにより要介護フレイル改善短期集中プログラムの検討を行
う。

生活支援事業

介護保険事業特別会計（運営協議会事業）

〇地域で高齢者や障がい者・児童などを見守り、
支援する仕組みができていると思う市民の割合

介護保険事業特別会計（介護予防・生活支援サービス事業）

〇障がい者福祉施設からの一般就労者数

〇自立による生活保護世帯廃止件数

〇高齢者に占める要介護（支援）認定者の割合（２号含）

現業員と就労支援員が連携し必要な支援・助言・指導を実施し、
自立による生活保護廃止件数の増加を目指す。

生活保護者の生活習慣病の予防等の取組の強化として医療専門職
を配置し、健康管理支援事業を実施する。


